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議案第７３号

令和７年度大崎市一般会計補正予算（第４号）

令和７年度大崎市一般会計の補正予算（第４号）は，次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１６６，８１４千円を追

加し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ６５，０７６，１２３千

円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正

後の歳入歳出予算の金額は，「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（地方債の補正）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定

により起こすことができる地方債の追加は，「第２表 地方債補正」に

よる。

令和７年６月２７日提出

大崎市長 伊 藤 康 志
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     第 １ 表　    歳   入   歳   出   予   算   補   正

歳  入 (単位:千円)

款 項 補正前の額 補 正 額 計

15 国 庫 支 出 金 9,545,778 75,979 9,621,757

1 国 庫 負 担 金 7,654,087 13,340 7,667,427

2 国 庫 補 助 金 1,798,743 62,639 1,861,382

16 県 支 出 金 4,345,700 20,440 4,366,140

2 県 補 助 金 1,561,282 20,440 1,581,722

19 繰 入 金 2,875,895 22,495 2,898,390

1 基 金 繰 入 金 2,875,895 22,495 2,898,390

22 市 債 4,928,900 47,900 4,976,800

1 市 債 4,928,900 47,900 4,976,800

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額 43,213,036 43,213,036

歳        入        合        計 64,909,309 166,814 65,076,123

歳  出 (単位:千円)

款 項 補正前の額 補 正 額 計

3 民 生 費 22,520,948 54,438 22,575,386

1 社 会 福 祉 費 9,187,923 34,147 9,222,070

2 児 童 福 祉 費 10,572,384 20,291 10,592,675

10 教 育 費 6,175,482 33,813 6,209,295

1 教 育 総 務 費 1,515,101 20,440 1,535,541

6 保 健 体 育 費 2,008,639 13,373 2,022,012

11 災 害 復 旧 費 1 60,399 60,400

1 公 共 土 木 施 設
災 害 復 旧 費

1 51,199 51,200

2 農 林 水 産 施 設
災 害 復 旧 費

0 9,200 9,200

13 予 備 費 100,000 18,164 118,164

1 予 備 費 100,000 18,164 118,164

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額 36,112,878 36,112,878

歳        出        合        計 64,909,309 166,814 65,076,123
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追加 （単位：千円）

第 ２ 表　　地　方　債　補　正

起債の目的 限度額 起債の方法 利　　率 償還の方法

道路橋りょう災
害復旧事業

36,200 
証書借入

又は
証券発行

3.0％以内
（ただし，利率見直し方
式で借入れる政府資金及
び地方公共団体金融機構
資金について，利率の見
直しを行った後において
は，当該見直し後の利
率）

起債年度から据置期間を含め30
年以内に元利均等償還又は元金
均等償還により償還する。ただ
し，融通条件又は財政の都合に
より償還年限を短縮し，若しく
は低利債に借り換えることがで
きる。

河川施設災害復
旧事業

7,500 同上 同上 同上

都市計画施設災
害復旧事業

500 同上 同上 同上

農業施設災害復
旧事業

3,200 同上 同上 同上

林業施設災害復
旧事業

500 同上 同上 同上
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議案第７４号

工事施行協定の締結について

次のとおり工事施行協定を締結したいので，大崎市議会の議決に付すべ

き契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１８年大崎市条例第７

０号）第２条の規定により，議会の議決を求める。

１ 協定の目的

東北本線田尻・瀬峰間貝ノ堀こ線橋耐震補強補修工事

２ 協定の方法

随意契約

３ 協定金額

総額 ２８６，３００，８４４円

大崎市負担額 ２８６，３００，８４４円

４ 協定の相手方

所在地 宮城県仙台市青葉区五橋一丁目１番１号

名 称 東日本旅客鉄道株式会社

執行役員東北本部長 高岡 崇

令和７年６月２７日提出

大崎市長 伊 藤 康 志
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